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9：00 - 10：35

地方公会計制度の理論

熊本学園大学大学院会計専門職研究科教授

大塚　成男  氏

EY新日本有限責任監査法人
パブリックセクター公認会計士

17：00 - 17：45

課題演習

10：50 - 17：00

統一的な基準による財務書類等の
作成実務について
①複式簿記の基礎、仕訳作成
～決算整理仕訳まで～

自治体経営における地方公会計の適切

な理解の必要性を確認するとともに、

財務書類等から得られる情報を用いた

自治体の財政状況等の把握・分析及び

課題の解決など地方公会計を活用して

自治体経営を行う能力の向上を図りま

す。

地方公会計制度導入・運用支援を行っ

ている公認会計士により、財務書類等

の作成に必要な知識（複式簿記の基礎

から仕訳作成実務まで）とその留意点

について解説し、統一的な基準に関す

る理解をより深めていただきます。

数人の演習班に分かれ、自主的なグ

ループ討議を行います。

講義・演習

令和5年度 専門実務課程

市町村職員中央研修所　研修部

TEL 043-276-3126 FAX 043-276-8484 URL h t tps ://www . jamp .g r . j p

♧♧♧♧♧申込み・問合せ先

研修のご案内は「JAMP Newsletter」でも配信しています。 （https://www.jamp.gr.jp/issue/mailmagagin/）JAMP Newsletter 検　索☞登録はこちら

地方公会計における財務書類等の作成に必要な複式簿記等に係る基礎的
な知識や、財務書類等の整備・更新の手法、活用事例、各種財政指標の見方
等に関する講義、演習等により、地方公会計制度についての専門的知識と実
務能力の向上を目指します。

この研修は、申込期限までに定期人事異動の関係で受講者を確定できない
場合でもお申込みいただけます。

日程 令和5年7月31日(月)～8月4日(金) (5日間)

対象
市区町村職員　中堅職員以上

定員 50名

経費 8,800円（食費を除きます。また、教材用図書費が別に必要となる場合があります。）　

申込期限 令和5年5月9日(火)

場所
市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
千葉市美浜区浜田１丁目１番地

地方公会計制度＜総務省と共催＞ 

※地方公会計の業務に従事している職員で、研修の全日程を受講できる方を
   対象とします。

申込方法

※当研修所ホームページの「募集中の研修」より申込みを希望する科目を選択し、
｢電子申込み｣で申し込んでください。（「電子申込み」が難しい場合には、「研修　
受講申込書」に必要事項を記入の上、ＦＡＸにより送信してください。）

※受講者が未定な場合でも、申込み可能です。

※記載内容は、都合により変更となることがありますので、あらかじめ御了承ください。
※当研修所では感染症の感染防止のための措置を講じた上で、研修を実施しています。
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9：00 - 10：10

自治体の活用事例

10：25 - 14：10

財務書類等を活用した自治体経営分析

財務書類等を活用した自治体経営分析

9：00 - 12：00

事前課題の発表及びディスカッション

各団体の地方公会計実務において抱

えている課題を共有し、その改善策

についてディスカッションを行うこ

とで、財務書類等を活用した自治体

経営分析の理解を深めます。

財務書類等を自治体の経営分析に活

用するために必要な知識と分析手法

についての解説、演習及びグループ

討議を通じて、財務書類等を実際に

活用していくうえでのノウハウや分

析の視点を実践的に学びます。

千葉県習志野市における地方公会計

の活用に向けた取組を通じて、その

手法や実務上の課題を学びます。

12：10 -

修了式

EY新日本有限責任監査法人

パブリックセクター公認会計士

14：25 - 17：45

EY新日本有限責任監査法人

パブリックセクター公認会計士

EY新日本有限責任監査法人

パブリックセクター公認会計士

講義9：00 - 10：10

地方財政における地方公会計の
推進と公共施設等の適正管理

地方公会計に関するこれまでの経緯や

統一的な基準の概要、公共施設マネジ

メントへの活用事例を中心に講義を行

います。

固定資産台帳の更新に必要な知識と実

務上の留意点を学ぶとともに、台帳の

情報を基に公共施設の更新必要額の推

計を行うなど、具体的な活用事例につ

いて解説するなど、公共施設マネジメ

ントに活用する方法を学びます。

地方公会計制度導入・運用支援を行っ

ている公認会計士により、財務書類等

の作成に必要な知識（財務４表、附属

明細書及び注記の作成実務、連結を含

む）とその留意点、特に作成後の

チェックポイントについて解説し、財

務書類等の作成プロセスと検証のコツ

をつかんでいただきます。

10：25 - 14：10

14：25 - 17：00

固定資産台帳の更新実務と活用事例

総務省自治財政局財務調査課長

上坊　勝則  氏
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／
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4
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／
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EY新日本有限責任監査法人
パブリックセクター公認会計士

EY新日本有限責任監査法人
パブリックセクター公認会計士

習志野市

統一的な基準による財務書類等の
作成実務について
②財務書類・附属明細書等の作成と検証

発表・全体講評

17：00 - 17：45

課題演習

討議

グループ討議

講義・演習

講義・演習

講義・演習

レクチャー＆フォーラム
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